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第８ 予   算 
 

平成28年度生活衛生関係営業対策予算の概要 

事     項 
27 年 度

予 算 額

28 年 度

予 算 額

対 前 年 度

増 △ 減 額
備     考 

 千円 千円 千円  

生活衛生営業対策費 1,050,986 1,050,819 △167  

１ 本省費 23,300 23,020 △280  

(1) 生活衛生営業実態調査費 14,523 14,318 △205  

(2)  その他 8,777 8,702 △75  

  

２ 生活衛生関係営業対策事業費補助金 1,027,686 1,027,799 113  

(1)全国指導センター 247,037 271,525 24,488  

(ⅰ)  人件費 52,488 52,491 3  

(ⅱ)  事業費 194,549 219,034 24,485 ア．指導・研修事業費 13,791 (13,812)

イ．消費者対応事業費 1,262(  1,262)

ウ．情報ネットワーク事業費 9,880(  9,880)

エ．経営安定化事業費 102,994 (78,907)

オ．生活衛生関係営業経営基盤強化事業費 37,999 (37,798)

カ．衛生水準確保・振興調査研究事業費 53,108 (52,890)

(2)都道府県指導センター 502,849 502,850 1  

(ⅰ)  人件費 323,516 323,731  215  

(ⅱ)  事業費 179,333   179,119 △214 ア．相談指導事業費 69,232( 69,232)

イ．情報化整備事業費 7,663(  7,663)

ウ．後継者育成支援事業費 19,341 (19,341)

エ．健康・福祉対策推進等事業費 76,822 (76,822)

オ．消費者コールセンター事業費 6,275(  6,275)

(3)組合，連合会 277,800 253,424 △24,376  

  (ⅰ) 事業費 277,800 253,424 △24,376 ア．経営安定化事業費 188,000 (212,000)

イ．生 活 衛 生 関 係 営 業 地 域 活 性 化連携事業 65,424 ( 65,800)
 

合     計 1,050,986 1,050,819
 

 

 

 

. 
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 〔平成27年度予算〕 〔前年度予算額〕 

生活衛生営業対策費 1,050,819千円 （1,050,986千円） 

生活衛生営業対策費は，公衆衛生の見地から，国民の日常生活にきわめて深い関係のある生活衛生関係

営業（以下「生衛業」という。）の経営の近代化，合理化を促進するなど，経営の健全化に資する育成指

導等の強化を図るために必要な経費。 

 

１ 生活衛生営業実態調査費 14,318千円 （14,523千円） 

生衛業の経営の実態並びにその活動状況を年次的に把握し，生衛業の経営指導指針を策定するととも

に経営指導員等の行う経営診断及び指導資料を作成するために必要な経費。 

 

２ 生活衛生関係営業対策事業費補助金 1,027,799千円 （1,027,686千円） 

生衛業の経営の安定と振興を図るため，全国及び都道府県生活衛生営業指導センターによる経営指導

の充実や生活衛生同業組合（以下「組合」という。）等による自主的な活動を促進するために必要な経

費。 

(1) (公財)全国生活衛生営業指導センター 271,525千円 （247,037千円） 

〔事業内容〕 

ア 指導・研修事業 

(ア) 都道府県生活衛生営業指導センター及び全国生活衛生同業組合連合会に対して，日常的な指

導や情報提供の外に，巡回個別指導及びブロック会議等を実施し指導を行う。 

(イ) 経営指導員，経営特別相談員，生衛組合役職員を対象に，生衛業を取り巻く現状，経営指導 

等に必要な知識，組合の運営に必要な知識及び経営悪化に伴う再生支援に必要な知識の習得を

目的とした研修会を開催する。 

イ 消費者対応事業 

(ア) 都道府県生活衛生営業指導センターから対応困難な事例として相談があったものについて， 

検討会を開催し専門家の意見を踏まえ対応策を検討する。 

(イ) 都道府県生活衛生営業指導センターの対応状況を集積し，事例集を作成する。 

ウ 情報ネットワーク事業 

(ア) 生衛業情報ネットワークシステムの維持管理。 

(イ) 都道府県生活衛生営業指導センターや各営業者における生衛業の振興等に関する取組を集積 

し，インターネットによって情報提供する。 

エ 経営安定化事業 

組合及び連合会が行う生衛業の振興に資する自主的な取組について，組合及び連合会からの相談 

に応じるとともに，その内容や方法等について指導を行う。また、都道府県生活衛生営業指導セン

ターが行う生活衛生関係営業地域活性化連携事業に対する事業企画支援やアドバイス等の指導・

支援、全国の状況把握のための調査・集約・分析等を行い、全国指導センターの持つシンクタン

ク機能を活かして本事業の円滑な実施を支援する。 
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オ 生活衛生関係営業経営基盤強化事業費 

  原材料価格の高騰や消費税率の引上げなど急激な経営環境等の変化に適切に対応できるよう、相

談・支援体制を整備・強化し、経営課題解決や事業活性化等に資するきめ細やかな支援に取り組む。 

 

カ 衛生水準確保・振興調査研究事業 

共同購買及び消費者動向等生衛業の振興を図るための方策についての調査研究を実施する。 

 

 

⑵ (公財)都道府県生活衛生営業指導センター 502,850千円 （502,849千円） 

〔事業内容〕 

ア 相談指導事業 

（ア）経営指導員，経営特別相談員及び中小企業診断士等外部の専門家を活用して，生衛業者に対

して衛生，融資，税制，労務管理等の相談指導を実施する。 

(イ) 経営指導員等の資質の向上のため，税理士，中小企業診断士等の専門知識を有する者を講師

とする研修会を開催する。 

（ウ）株式会社日本政策金融公庫等の関係機関との連携強化のため，定期的な会合を開催する。 

（エ）分野調整事業協議会を設置し，紛争に関する相談指導及び調整を図る。 

イ 情報化整備事業 

（ア）生衛業情報ネットワークシステムの維持管理。 

（イ）融資関係，統計資料，相談事例等の各種情報の蓄積を行う。 

ウ 後継者育成支援事業 

都道府県生活衛生営業指導センター，地元自治体，教区関係機関，組合，職業安定所等で構成す

る協議会を組織し，生衛業の体験学習カリキュラム及び受入体制を検討し，実施する。また，事業

結果の検証を行う。 

エ 健康・福祉対策推進等事業 

（ア）地域社会との共存や福祉の増進など社会的要請に応える形で生衛業の振興を図ることを目的

とする事業の実施。 

（イ）新型インフルエンザなどの感染症拡大防止策について検討し，事業者に対して普及啓発を行

い，衛生水準の維持向上を図る。 

（ウ）都道府県内の生衛組合が行う生活衛生関係営業地域活性化連携事業に関する企画及び総合調

整等を行い、地域の特色を活かした事業の円滑な実施を支援する。 

オ 消費者等コールセンター事業 

（ア）学識経験者，生衛業界関係者，消費者団体の関係者等からなる検討会を設置し，生衛業に関

する苦情を収集・分析する。 

（イ）利用者又は消費者からの苦情相談及び営業者からの消費者・利用者への対応についての相談

に適切に応対できる体制の整備について検討する。 
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⑶ 組合，連合会 253,424千円 （277,800） 

〔事業内容〕 

  ア 経営安定化事業 

   生活衛生同業組合及び連合会において，①消費者サービスの向上，②地域の福祉の増進，③人材育

成，④衛生水準の向上，⑤経営革新等のための事業など振興に資する事業を実施する。 

  イ 生活衛生関係営業地域活性化連携事業 

   各地域・各業種の特色を踏まえ、業種を超えて、業種や地域に共通する課題に対応し、各生活衛生

関係営業者が連携して地域活性化に資する事業を行う。 


